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図2　視程計による記録例．各ピークは吹雪の生起に対応している．強中弱と記した各値により
　　　吹雪の強さを3段階に分けた．
Fig．2　Record　chart　of　a　visibi1ity　meter．B1owing　snow　occurrence　were　classified　into
　　　three　groups，strong，middle，weak．
日毎の無次元の視程の悪さとして数値化することにした．さらに，視程と吹雪輸送量はほぼ
一義的に対応していることから，この視程の悪さをここでは吹雪度と呼ぷことにする．すな
わち，吹雪度の大きい日ほど吹雪の激しかったことを意味している．
　このようにして毎日の吹雪度，気温，風速の観測値を，昭和61／62年と昭和62／63年の2
冬期についてグラフ化すると図3のようになる．
　吹雪度が100を超えるような日が数日あることと，気温が低く，風速の大きい日は吹雪度
が大きくなる傾向が見られ，先に述べた経験則を支持しているように見える．
3、重回帰分析
　吹雪の激しさという自然現象がもとより気温と風速の2変数のみで規定されると考えるこ
とは無理である．しかし，2冬期問を通し，吹雪の現場での確度の高い気象観測値にもとず
いて，これらの関係を調べてみることは無意味ではなかろう．
　上で求めた一日の吹雪度を目的変数Yとし，日平均気温と日平均風速をそれぞれ説明変数
X1とX2とする．重回帰分析の手法にっいては，奥野忠一他（1982）および田中　豊他
（1984）が詳しく記述している．また，解析にはパーソナル・コンピューターおよび上述の
田中他による重回帰分析プログラムを利用した．
　図3でもわかるように，12月と3月のデータ数は他の月のほぼ半分であるが，季節変動を
調べるために月別の線形重回帰式および寄与率をもとめた．寄与率は，重相関係数をRとす
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　　　図3　　視程より求めた吹雪度，気温，風速の2冬期間の変動．気温，風速はそれぞれ日平均値．
　　　　　　縦軸の数値は共通で吹雪度は無次元量である．
　　Fig．3　Daily　change　of　air　temperature，wind　speed，and　blowing　snow　index　for　two
　　　　　　Winter　SeaSOnS．
　　るとR2×100（％）であり，Yの変動のうち，Xユ，X2の一次式で何パーセント説明さ
　　れるかを表す数値となる．言十算の結果を以下に列挙する．
X11日平均気温（℃）
X2：日平均風速（m／s）
Y　　吹雪度　　　（無次元）
年月日
ユ986－87年
　　　12月
　　　1月
　　　2月
　　　3月
　　　線　形　重　回　帰　式
Y：一4．34×1＋5．89×2－11．54
Y＝一3．73Xユ十6．ユ2×2－21，26
Y＝一2．04Xl＋1．06×2＋　2．74
Y＝一3．97Xユ叶2．95×2＋　6．04
寄与率（％）
（671ユ）
（66，8）
（17．8）
（62．5）
1987－88年
　　　12月
　　　1月
　　　2月
　　　3月
Y二一1．99×1＋
Y＝一2．04X1＋
Y：一8．91X1＋
Y二一4．35X1＋
0．12×2－27，75
7．55×2－20，66
8．l1X2－43，63
4．72×2－　5，01
（87．7）
（66，2）
（34，3）
（77．1）
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寄与率を見ると，初冬と晩冬では大きく，厳冬期で小さくなる傾向がみられる．
次に偏相関係数と各変数の月平均値を示す．たとえば偏相関係数r（X1）とはX2（風速）
の影響を消去したYとX1（気温）との相関の強さを表している。
年月日
1986－87年
　　　12月
　　　1月
　　　2月
　　　3月
偏相関係数
r（X1）
一〇．548
－0，568
－0，260
－0．647
r（X2）
O．695
0．76ユ
0．ユ51
0．656
気温
（X　l）
　0．2
－2．3
－1．7
－O．3
風速
（X2）
5．4
6．3
5．5
4．9
吹雪度
（Y）
　23
　26
　12
　ユO
1987－88年
　　ユ2月
　　　1月
　　　2月
　　　3月
一0，555
－0，229
－0，491
－O．768
0．886
0．618
0．486
0．760
　1．3
－0．9
－4．1
－0．4
5．2
5．9
5．7
4．8
23
23
33
19
　気温と風速の偏相関係数を見ると，全体として風速との相関の方がやや大きく，冬の前半
でその傾向が強い．厳冬期では偏相関係数が小さくなり，重回帰式の寄与率も下がる結果と
なった．
　その原因として次の2点が考えられる．一つは，積雪が十分にある厳冬期では，気温と風
以外の要素，積雪の表面状態などが重要かも知れない．例えば，新雪があるかないか，雪の
粒径，焼結の程度等が考えられる．二っ目は，特に2月の激しい吹雪で視程言十のレンズに着
雪が生じていた恐れがあり，吹雪度が小さく見積られた可能性がある．
　次に，全冬期を通した重回帰式は次のようになった．
1986－87年冬期　　（データ数　86）
　　Y＝一2．71×1＋3．87×2－7．97
1987－88年冬期　　（データ数　84）
　　Y＝一3．38X工十6．56×2一ユ2．51
（寄与率　43．6％）
（寄与率　58．7％）
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偏相関係数および各変数の平均値を以下に示す．
ユ986－87年
1987－88年
　　偏相関係数
r　（X1）　　　　r　（X2）
一0．3　7　3　　　　　　0，5　2　4
－0．491　　　　0．597
気温
（X1）
一1．47
－1．15
風速　　　吹雪度
（X2）　　　（Y）
5．7　3　　　　　　1　8．2
5．55　　　　27．8
　このように一冬期問の重回帰分析の結果，気温と風速を用いた回帰式による寄与率は44～
59％となった．言い換えると，重相関係数RはO．66～0．77である．　この数値より，気温
と風速は吹雪度に対して，かなりの一次関係があるとみて良いだろう．
　しかし，一方気温と風速以外の要素が残り40％以上を支配するとも考えられることから，
他の有力な要素を取り入れる必要があろう．
4．あとがき
　気温と風速の気象要素が，吹雪の強さにどれほど強い影響を持っているか，重回帰分析に
よって調べてみた．吹雪の強さとしては視程計の記録をもとに一日毎に定量化を試みて，そ
れを吹雪度と名付けて用いた．
　1986／87年，1987／88年の2冬期毎に，また各月毎に線形重回帰式を求め，気温と風速
の偏相関係数を計算した．その結果，吹雪度に対して気温よりも風速の方がやや相関が強い
結果がでた．また，一冬期問の重回帰式の寄与率は，44～59％となり，この2要素は吹雪に
対して強い説明変数であることを示した．しかし，寄与率は，初冬と晩冬では大きいものの，
厳冬期で小さくなる傾向があることがわかった．
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